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２０２３年度東通原子力発電所事業者防災訓練 ＮＲＡ評価指標に対する取組み結果 
 

区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

情
報
共
有

通
報 

１ 
 

【Ｐ】  

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に
対する分析・評価
が行われ，全体
を網羅した情報フ
ローへ反映して
いる 

全体を網羅した
情報フローを作
成している 

情報フローを作
成しているもの
の，全体が網羅
されていない又
は情報フローを
作成していない 

訓練実施前に，発電所，本店（即応センター），ＥＲＣの３拠点間の
情報フローの計画について確認する。 
 情報フローとは，５つの情報（①ＥＡＬに関する情報，指標２に示す
情報（②事故・プラントの状況，③進展予測と事故収束対応戦略，④
戦略の進捗状況），⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）につい
て，いつ，どこで，だれが，なにを，どんな目的で，どのような観点から
みた，情報伝達の一連の流れをいう。 
 また，情報フローの確認に際しては，前回訓練での情報共有におけ
る課題に対する改善策を反映したものとしているかを確認する。 

〇前回訓練結果に対する分析・評価と情報フローへの反映 
前回訓練において，情報フローに課題はなく，前回と同様の情報

フローにて対応した。 
〇今回訓練における情報フロー 

３拠点間（発電所⇔本店⇔模擬ＥＲＣ）に関する５つの情報（①Ｅ
ＡＬに関する情報，②事故・プラントの状況，③事故収束対応戦略，
④戦略の進捗状況，⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）に関
する情報フローを作成・運用している。また，今回の訓練において
も，情報フローに問題はなかった。 

 
【添付１―１】情報連携のための情報フロー 
【添付１－２】情報連携フロー 
 

Ａ 

２ 
 

【Ｄ】 
班

情
報
共
有 

２－１ 
事故・プラントの状況  

指標２については，２－１～２－３についてそれぞれ以下
の基準により個別評価する。 
 ａ：必要な情報に不足や遅れがなく，積極的に情報共有

が行われている 
 ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている 
 ｃ：情報共有に支障があり，改善の余地がある 
 
その上で，以下により全体としての評価を決定する。 
 ａａａ 
  →Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく，積極的に情報

共有が行われている 
 ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ 
  →Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている 
 上記以外 
  →Ｃ：情報共有に支障があり，改善の余地がある 

現在のプラントの状況，新たな事象の発生，
線量の状況，負傷者の発生等の発生イベント，
現況について，ＥＲＣプラント班との情報共有が
十分であるか評価する。必要な情報に不足や
遅れがなく即応センターから積極的に情報提供
がされているかを評価する。 

事象の進展や
事故収束戦略・予
測進展の変更とい
った状況変化時
や，適時に施設全
体の現況につい
て，テレビ会議シス
テム等での発話等
により説明ができ
たかを評価の観点
とする。 
 また，訓練実施
後に行うＥＲＣプラ
ント班要員へのア
ンケート結果も踏
まえ評価に反映す
る。 

積極的に情報提
供が行われたかと
いう観点のみなら
ず，ＥＲＣの各担当
のニーズや要請に
応じて適切なタイミ
ングで行われてい
たかという観点で
評価すること。 

プラント状況・新たな事象の発生等についてタイムリーにＥＲＣプラ
ント班へ説明できていた。 
 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 

a 

A 

２－２ 
進展予測と事故収束
対応戦略  

事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束
に向けた対応戦略（対応策）について，ＥＲＣプ
ラント班との情報共有が十分であるか評価す
る。必要な情報に不足や遅れがなく即応センタ
ーから積極的に情報提供がされているかを評
価する。 

事故進展予測や事故収束対応戦略についてＣＯＰ３（事故対応戦略
方針シート）を用いて必要な情報をＥＲＣプラント班へ説明できていた。 
ＥＲＣからの質問に対しても，速やかに回答・説明できていた。 
 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 

a 

２－３ 
戦略の進捗状況  

事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗
状況について，ＥＲＣプラント班との情報共有が
十分であるか評価する。必要な情報に不足や
遅れがなく即応センターから積極的に情報提供
がされているかを評価する。 

対応戦略の進捗状況について，手書きメモやＣＯＰ３を用いて対応
戦略の優先順位や進捗状況について説明できていた。 

 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 

a 

２－４ 
要員の育成・配置 

要員の育成計画
が適切に策定さ
れており，実発災
を想定した配置
で訓練を実施し
た。 

要員の育成計画
が適正に策定さ
れており，限定的
な想定の配置で
訓練を実施した。 

要員の育成計画
が策定されてい
ない。 

①緊急事対応要員の適切な育成・配置計画が明文化されているこ
と。 

②育成・配置計画は実発災を想定した適切なものであり，訓練時にこ
の計画に基づき要員配置されていること。なお，育成計画の一環と
して訓練時に緊急参集が出来ない者の参加を否定するものではな
いが，参加要員の３割を上回らないこと。この場合，「限定的な想
定」に該当。 

③全ての参加者が実要員の場合，「実発災を想定した配置」に該当
する。 

①「ＥＲＣ対応ブース発話者・ＥＲＣリエゾン育成・配置要領」を策定して
いる。 

②ＥＲＣ対応ブース発話者は本店に所属している要員を選定，ＥＲＣリ
エゾンは東京在住者から選定しているため実発災を想定した配置
である。 

③今回の訓練において全ての参加者が実要員であるため「実発災を
想定した配置」に該当する。 

 
【添付３－１】ＥＲＣ対応ブース発話者・ＥＲＣリエゾン育成・配置につい
て 
【添付３－２】防災訓練 ＥＲＣ対応者リスト 

①該当 
②該当 
③該当 

A 

資料１ 
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区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

情
報
共
有
・
通
報 

３ 
 

【Ｄ】 

情
報
共
有

等

活
用 

３－１ 
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ又
はＳＰＤＳ等を使用した
訓練の実施）  

プラント情報表示
システムの使用
に習熟し，情報共
有に活用した 

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている 

情報共有に支障
があり，改善の余
地がある 

実対応と同じプラント情報表示システムにおいて，ＥＲＣプラント班
と即応センターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパ
ラメータ（プラント状態の説明，特定事象の説明，進展予測など）等の
情報共有をしているかを評価する。 
 プラント情報表示システムとは，ＥＲＳＳ，ＳＰＤＳ，これと同等のプラ
ント情報表示システム，又はこれに準ずるプラント情報表示システム
のことであり，ＥＲＣプラント班と即応センターで同一の情報を同一の
タイミングで同一の画面で情報共有できるものであって，かつ，ＥＲＣ
プラント班または即応センターがそれぞれで必要な時に必要な情報
を自由に選択して入手できるものをいう。 

また，訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も
踏まえ評価に反映する。 

模擬ＥＲＣプラント班と接続開始時に，ＥＲＳＳを用いてプラント全体
の現況を説明できていた。 
訓練全体を通して，適宜ＥＲＳＳ画面を確認し，プラント状況をＥＲＣプ
ラント班へ説明ができていた。注水設備のハンチングが発生した際
も，ＥＲＳＳの注水流量グラフを示し情報提供していた。 
 
【事業者間ピアレビュー（抜粋）】 
プラント状況の説明で，ＥＲＳＳを適切に使用して分かりやすい説明を
心がけていた。 
 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 

Ａ 

３－２ 
リエゾンの活動 

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た 

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている 

情報共有に支障
があり，改善の余
地がある 

ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが，即応センターを補助する
という目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し，必要に
応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか，Ｅ
ＲＣプラント班の意向等を即応センター等に伝達しているか等，リエゾ
ンの活動を評価する。 

また，訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も
踏まえ評価に反映する。 

リエゾンの活動について，以下のとおりＥＲＣ-即応センター間の円
滑な情報共有支援を行った。 

 
○ＥＲＣ対応ブース説明状況のフォロー 
・発電所で作成されるＣＯＰ（戦略方針シート等）を更新の都度配布し，
対応できていた。 

・即応センターからの説明で不足している情報について，補足説明しフ
ォローできていた。 

・通報文の誤記を発見しＥＲＣ対応ブースへ連絡を実施した。 
○模擬ＥＲＣからリエゾンへの問い合わせ対応 
・模擬ＥＲＣプラント班からの問い合わせについてリエゾンから回答ま
たは，確認が必要なものはＥＲＣ対応ブースと連携し対応できてい
た。 

○ＴＶ会議の映り方，聞こえ方の助言 
・今回の訓練において，ＴＶ会議の映像に乱れ等はなかった。 
 
【事業者間ピアレビュー（抜粋）】 

ＥＲＣリエゾンはＴＶ会議の発話がない間に，プラント班長が抱えて
いそうな疑問点について適時フォローされていた。 
 

Ａ 

３－３ 
ＣＯＰの活用 

ＣＯＰがＥＲＣプラ
ント班に共有さ
れ，情報共有 
に資した 

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている 

情報共有に支障
があり，改善の余
地がある 

ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において，ＣＯＰを用
い情報共有がなされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない
場合，手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな
情報共有がなされているかを評価する。 

また，訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も
踏まえ評価に反映する。 
 
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況，進展予測と事故

収束対応戦略，戦略の進捗状況について認識の共有のために作
成される図表であって，各社で様式や名称は異なる。 

プラント全体を俯瞰した説明，今後の復旧戦略についてＣＯＰを活
用し説明ができていた。 
ＣＯＰが更新されていない場面においては，プラント状況を確認しＣＯＰ
に手書きで記載して説明できていた。 
 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 
【事業者間ピアレビュー（抜粋）】 
イベント発生からＣＯＰ更新の時間が早く，事象進展予測を含むＣＯＰ
を用いた説明が有効に機能している。また，更新箇所を朱書きにする
点も分かりやすい説明に効果的である。 

Ａ 

３－４ 
ＥＲＣ備付け資料の活
用 

情報共有におい
て必要な際，備
付け資料が活用
されていた 

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている 

情報共有に支障
があり，改善の余
地がある 

ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において，ＥＲＣ備付
け資料を使用して情報共有をしているかを評価する。 
 また，訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も

踏まえ評価に反映する。 

ＥＡＬ判断フローや電源系統図，炉心損傷予測について，ＥＲＣ備付
資料を用いて説明ができていた。また，常設ＳＡ設備とそのサポート系
のモバイル設備の系統構成についてＥＲＣ備付資料を用いて説明でき
ていた。   
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 
【事業者間ピアレビュー（抜粋）】 

仮に注水手段を喪失した場合の炉心損傷予測なども，備付資料の
データで示すことができていた。 

 

Ａ 

2



 

3 

区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

情
報
共
有

通
報 

４ 
 

【Ｄ】 

確実な通報・連絡の実施 
①通報文の正確性 
②ＥＡＬ判断根拠の説明 
③１０条確認会議等の対応 
④第２５条報告 

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等，以下の
点が適切かつ迅速に行われているか評価する。 
①特定事象発生通報のうち，緊急事態の遷移の判断となる第１０条

及び第１５条事象に係る通報文について，記載の誤記，漏れ等が
ないことを評価する。参考として，全ての通報，連絡及び報告につ
いて，誤記，記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見し訂正
報が確実に行われていることを確認する。 

②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び
第１５条に係る事象）に，通信機器（電話，テレビ会議システム等）
においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適
切に行われたか評価する 

③上記②のＥＡＬ判断後，ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会
議，１５条認定会議を開催するが，ＥＲＣプラント班からの会議招集
に対し速やかに対応できたか，会議において組織を代表する者が
発生事象，事象進展の予測，事故収束対応等の説明を適切かつ
簡潔に行われたか評価する。 

④第２５条報告が，事象の進展に応じ，適切な間隔とタイミングで継
続して報告されたか評価する。また，その報告内容（原子力事業者
防災業務計画等に定めている項目（発生事象と対応の概要，プラ
ント状況，放射性物質放出見通し及び放出状況，モニタ・気象情報
など）の記載の有無）について評価する。 

 
なお，①及び④の通報文は，送信操作だけでなく送付先に着信し

ていない場合は「確実な通報・連絡の実施」に該当しない。 

① 緊急事態の遷移の判断となる原災法第１０条および第１５条事象に
係る通報文について記載の誤記，漏れはなかった。 
【添付４－１】通報・連絡の実績 
 

② ＥＡＬ判断時に，ＥＲＣ備付資料中のＥＡＬ判断フローを用いて判断
根拠の説明ができていた。 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 

③ 発電所対策本部がＥＡＬを判断した後，速やかに１０条確認会議，１
５条認定会議を開催し，発生事象，事象進展予測，事故収束対応
を説明できていた。 
（実績） 
１０条確認会議 所用 8 分 
（ＳＥ判断 14:22，確認会議開始 14:25，１０条確認 14:30） 
１５条認定会議 所用 8 分 
（ＧＥ判断 19:33※，確認会議開始 19:37※，１５条認定 19:41※） 
※第２部訓練時刻を記載 
【添付２】東通訓練シナリオおよびＥＲＣ説明実績 
 

④ 第２５条報告（第６報，第８報）について，事象の進展に応じたプラン
ト状況が大きく変化していない状況で，それまでの対応状況につい
て報告した。 
【添付４－１】通報・連絡の実績 

①該当 
②該当 
③該当 
④該当 

A 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

５ 
 

【Ｐ】 

前回訓練の訓練課題を踏ま
えた訓練実施計画等の策定 

訓練実施計画等
が，前回訓練の
課題について検
証できる 

訓練実施計画等
が，一部前回訓
練の課題につい
て検証できない 

訓練実施計画等
が，前回訓練の
課題について検
証できない 

訓練実施計画が，前回までの訓練の訓練結果を踏まえ，問題・課
題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証できる計画
（訓練実施項目，訓練シナリオ等）となっているか，評価項目及び評
価基準が設定されているか，中期計画等を含めて確認する。 

また，訓練実施前に，訓練時における当該改善策の有効性を評
価・確認の方法（例えば，訓練評価者が使用する評価チェックリスト
（改善策の有効性を検証するための評価項目，評価基準などが明確
になっているもの）が作成されていること）が明確になっているかを確
認する。 

なお，昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至
るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。 

前回総合訓練時における以下の反省事項について，原因・対策を
踏まえ今回の訓練へ反映して検証を実施し，いずれも改善が図られた
ものと評価した。 

また，各課題に対し，改善策の有効性を評価・確認する方法として
評価シートを作成し明確にした。 

 
【添付５－１】訓練検証計画 
【添付５－２】（参考）訓練時作成ＣＯＰおよび「やることリスト」実績 
【添付５－３】社内評価シート 

 

Ａ 

６ 
 

【Ｐ】 

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取り
組んでいた 

適度なシナリオで
あり，シナリオの
多様化に努めて
いた 

平易なシナリオで
あった 

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため，訓
練プレーヤへ難度の高い課題を与えているか，シナリオの多様化に
努めているかを確認する。 
 事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数，ＥＡＬ判断状況
（数や密度），発生事象の深刻度，発災原因（自然災害，機器故障な
ど），プラント状態，場面設定（時間，場所，気象，防災要員の体制，
資機材の状態，計器の故障，人為的なミス，オフサイトセンターを想
定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態），こ
れら要因の複数組み合わせ，シナリオ上の判断分岐となるポイントや
マルファンクションの数，マルチエンディング方式の採用などから，シ
ナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確認する。 

自然災害（２回の地震）を起因として，原子炉自動停止，除熱機能
の喪失に至る事象展開と，下記の場面設定を組み合わせて付与する
ことで，難度が高く多様なシナリオに取り組んだ。 
 
○発災を想定する号機(冷却告示等を除く) 
 ・東通原子力発電所１号機 
 
① 能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオ 

事故シナリオの工夫 ねらい 

① 落雷による周辺モ
ニタリング設備異
常がおきる状況を
設定する。 

落雷による周辺モニタリング設備異常
警報を発生させ，モニタリングポスト１箇
所が落雷による影響で測定値を瞬間的に
上昇・即復旧した状態を想定し，コントロ
ーラからＳＥ０１該当の誤情報を付与す
る。 
 
以下の事項を達成できるか 
・発電所対策本部がＥＡＬ判断フローを確
認し誤情報と判断できること。 

・誤情報ＥＡＬ発電所対策本部内で共有
し，訂正できること。 

 

Ａ 
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区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

【情報統括/情報班長のＥＡＬ判断能力向
上を促す場面設定】  

② 残留熱除去系代替
注水系統の配管か
ら漏えいが発生す
る事象を設定す
る。 

残留熱除去系代替注水系統の配管か
ら漏えいを発生させる。当該配管は複数
の戦略が使用不能となる配管となる。 
 
以下の事項を達成できるか 
・残留熱除去系代替注水系統の配管から
の漏えいを受け，使用可能な緩和系へ
の影響を特定できるか。 

・当該配管が使用できないことを踏まえ，
戦略を検討し，対策本部に戦略を提案で
きるか。 

 
【復旧計画統括/技術班長の戦略検討能
力向上を促す場面設定】  

③ 高圧注水系統が１
系統のみであり，
かつ出口流量が異
常な兆候を示す事
象を設定する。 

原子炉注水系統が１系統のみに至った
場合であり，かつ，低圧代替注水系統が
期待できない状況を設定する。 
 
以下の事項を達成できるか 
・原子炉注水系統が１系統のみであること
から，代替の戦略（高圧及び低圧）を検
討し，対策本部に戦略を提案できるか。 

・注水手段が全て喪失した場合の事象進
展（炉心損傷，格納容器破損等）につい
て，対策本部において戦略を提案できる
か。 

 
【復旧計画統括/技術班長の戦略検討の
能力向上を促す場面設定】 
 
 
 
 

④ 外部電源が復旧す
る状況を付与し，
常用系統への電源
供給が可能となる
状態を付与する。 

これまでの原子力防災訓練において，
復旧を想定してこなかった外部電源復旧
を付与する。これにより，常用系統とＤＢ
設備の復旧等の検討が可能となる。 
 
以下の事項を達成できるか 
・外部電源が復旧する可能性を踏まえ，
注水に使用可能な戦略検討を指示でき
るか。 

・外部電源復旧を想定した，具体的な注
水戦略の手順書を確認し，対策本部に
て提案できるか。 

・提案する戦略について，具体的な対応
に係る時間見積について，対策本部に
て共有できるか。 

 
【復旧計画統括/発電管理班長のプラント
状態を考慮した対応能力向上を促す場面
設定】  
 
 
 

4



 

5 

区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

⑤ 外部電源が復旧す
る状況を付与し，
常用設備を使用し
た除熱戦略が可能
となる状態を付与
する。 

除熱系統が喪失している中で，外部電
源復旧後の補機冷却水系統の復旧が可
能となる。 
 
以下の事項を達成できるか 
・外部電源が復旧する可能性を踏まえ，
除熱に使用可能な戦略検討を指示でき
るか。 

・外部電源復旧を想定した，具体的な除
熱戦略（ドライウェルクーラー等）につい
て，手順書を確認し，対策本部にて提案
できるか。 

・提案する戦略について，具体的な対応
に係る時間見積について，対策本部に
て共有できるか。 

 
【復旧計画統括/発電管理班長の使用可
能設備を活用した臨機対応能力向上を促
す場面設定】  

⑥ 外部電源復旧後の
中長期復旧戦略が
検討可能な時間の
確保 

外部電源復旧後に訓練終了までの時
間を設ける。この時間を活用し，復旧見込
みのあるＳＡ設備および常用設備を踏ま
えた中長期戦略の検討が可能となる。 
 
以下の事項を達成できるか 
・外部電源が復旧し，常用設備の復旧が
可能な状態を踏まえ，中長期の復旧戦
略を検討できるか。 

・注水戦略として，常用系設備の使用が
検討できるか。 

・除熱戦略として，復水器を使用した除熱
について，検討の俎上に上げることがで
きるか。 

 
【復旧計画統括/技術班長の戦略検討の
能力向上を促す場面設定】 

 
② ＥＡＬ判断数（地震・津波等の原子力防災管理者の判断を要しない

ものを除く） 
・ＡＬ：３，ＳＥ：２，ＧＥ：１ 

 
③ 訓練プレーヤへ難度の高い課題 

時間 

外部電源復旧付与から常用設備およびＳＡ設備の復旧
状態を確認し，ＧＥ回避のために必要な機器の復旧を検
討し，復旧に必要な時間を算出しどの系統から復旧させ
ていくか悩ませる。 

場所 

管理区域内からの水漏えいを発生させ，漏えい隔離指示
が適切に判断できるか確認する。また，隔離箇所から，
注水手段が限定されることに気づき，戦略変更を立案で
きるか確認する。 

気象 
落雷発生，モニタリングポストの異常警報を付与し，ＥＡＬ
判断が適切に行えるか確認する。 

人為的
ミス 

落雷発生の影響でモニタリングポスト１台の故障警報が
発生し，瞬間的に線量高警報発生にいたるが即復旧する
場面を想定し，コントローラからＳＥ０１該当の誤情報を付
与し，発電所対策本部が誤情報と判断できるか確認す
る。 

5
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区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

OFC 
対応 

ＯＦＣ派遣要員が東通村原子力対策課と連携し発電所の
情報収集等の活動を実動で対応し，自治体への情報提
供が適切に実施できるか確認する。 

判断 
分岐 

高圧注水系統が１系統のみとなった場面において，故障
した設備の故障箇所が判明後，優先順位をつけてあらゆ
る復旧手段を検討の上，有効な復旧手段を特定し，対応
指示ができることを確認する。 
代替注水系統の系統から漏えいを発生させ，起こりうる
事象を考慮した場合の最善策として，低圧代替注水手段
の復旧か常用給復水系統の復旧どちらを優先的に復旧
させるか悩ませる。 

その他 

・運転中のユニット発災に加え，負傷者発生を想定する。  
・汚染傷病者の発生  
（補足）プラントの事故収束活動と並行して，発生する汚
染傷病者への対応が必要となるシナリオとし，対策本部
の負荷を上げて適切な対応ができるか検証する。 

 
【添付６－１】シナリオの多様化・難度（５週間前面談資料再掲） 
【添付６－２】東通防災訓練のねらいと検証ポイント 
【添付６－３】判断分岐ポイントフローチャート 
 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

７ 
 

【Ｄ】 

現場実動訓練の実施 緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく現
場実動訓練を１
回以上実施（他
原子力事業者評
価者を受入れあ
り）かつ能力向上
を促せるような工
夫を凝らした訓練
を実施 

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく現
場実動訓練を１
回以上実施（他
原子力事業者評
価者を受入れあ
り） 

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく現
場実動訓練を１
回以上実施（他
原子力事業者評
価者受入れなし）
又は緊急時対策
所と連携した事
故シナリオに基づ
かない現場実動
訓練を実施 

現場実動訓練の実施状況を評価する。 
評価対象とする現場実動訓練は，総合訓練時に事故シナリオに基

づき実施する緊急時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象と
する。 

総合訓練時を模擬し，緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要
素訓練や訓練シナリオ開発ワーキンググループ（Ⅱ型訓練）等として
実施する訓練も評価の対象に含める。 

なお，プラントに対する訓練を対象とし，退避誘導訓練や原子力災
害医療訓練等は含めない。 

〇実施事項 
 東通１号機の外部電源が喪失しかつ非常用ディーゼル発電機の一
部が故障している状況において，電源確保のための手段を実施する
ため，可搬型代替交流電源設備（電源車）による所内電源確保（悪天
候想定）の実動訓練を実施した。 
 
〇マルファンクション 

電源車出動前に車両下部からの油漏えいによる出動対象電源車
の変更 

 
〇シナリオ連動 

東通１号機が地震によりスクラム，その後外部電源喪失および非常
用ディーゼル発電機一部故障との情報より，発電所対策本部からの
指示に基づき，電源車による電源供給対応を開始するようシナリオと
連動して実施した。 

現場では，電源車下部からの油漏えい（コントローラからの現場で
の状況付与）を付与したが，本部への状況報告を実施するとともに，
発電所対策本部ではその後の対応について検討し指示していた。 
 
〇現場作業能力向上を促せる想定 

発電所対策本部からの指示に基づき，電源車からの電源供給に向
けた対応を実施するが，現場の対応において以下のマルファンクショ
ンおよび状況付与を設定した。 
 ・電源車出動前に車両下部から油漏れ 
 ・強風設定 
 
〇他原子力事業者の評価者 
 ・関西電力株式会社 １名，北陸電力株式会社 １名が社外評価者
として参加。 
 
【添付７】シナリオの多様化・実動訓練実績 
 

Ａ 
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区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

８ 
 

【Ｄ】 

広報活動 
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ

ス対応 
②記者等の社外プレーヤの

参加 
③他原子力事業者広報担当

等の社外プレーヤの参加 
④模擬記者会見の実施 
⑤情報発信ツールを使った外

部への情報発信 

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下 事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を
円滑に行うために，どの程度現実的な状況を模擬しているか評価す
る。 
 なお，②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか，メディアトレー

ニングの講師なども対象とする。⑤の情報発信ツールについては，模
擬ＨＰ掲載文を作成し，模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。 
 広報活動においては，要素訓練も評価の対象に含める。複数の原

子力事業所を有する事業者であって，本店の広報班等が行う広報活
動の内容が同一の場合に限り，他の原子力事業所の訓練を評価の
対象に含める。 

① 模擬ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応訓練を実施。 
② 記者等の社外プレーヤとして，電気新聞が模擬記者役として参加 
③ 他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤとして日本原電が参

加 
④ 上記社外プレーヤを含む模擬記者会見を実施（スポークスマン２

名，記者９名） 
⑤ 模擬ホームページによる情報発信を実施（計５回：速報，警戒事

象，１０条事象，１５時現在報，原子力コールセンター開設） 
 
【添付８】プレス対応実績 

①該当 
②該当 
③該当 
④該当 
⑤該当 

A 

９－１ 
 

【Ｐ】 

緊
急
時
対
応
組
織

能
力

向
上 

緊急時対応組織の実効 
性向上に係る中期計画 
①目標設定 
②達成基準 
③継続的改善 

実発災時に予め原子力事業者防災業務計画に定められた活動が網羅的に実施されるよう，訓練の中期計画及び年度計画が策
定され，計画的に訓練に参加する組織の範囲，目的及び実動訓練の内容等が選定されているか確認する。 
 
具体的には，中期計画により，緊急時対応組織の実効性を向上するための仕組みが構築されていることについて，例えば以下を

確認する。 
・原子力事業者防災業務計画，保安規定及び核物質防護規定（以下「防災業務計画等」という。）に予め定められた全ての緊急時
対応組織について，３～５年後の中期的な目標が設定されているか。 

・中期的な目標について，あるべき姿と現状のギャップを踏まえ，あるべき姿と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（以下
「課題」という。）の困難さを考慮し，適度な難易度が設定されているか。また，中期的な目標の設定において，社外の組織からの
意見や提言などを積極的に取り入れているか。（①目標設定に係る確認） 

・課題について，取り組む事項が具体化されているか，また，この取り組みによりギャップが解決されることを訓練等で検証するた
めの判断基準等が明確であるか（②達成基準に係る確認） 

・訓練等を通じて得られたギャップ（社外の組織からの意見や提言を含む）が埋もれることなく，原因分析，課題の整理，改善に向け
た取り組みが確実に講じられるなど，継続的改善に係る仕組みが構築されているか（③継続的改善に係る確認）。 
 
なお，中期計画の期間を通じて，緊急時対応組織の実効性の向上に取り組むことから，必ずしも，全ての緊急時対応組織につい

て，各年度での適度な難易度の設定や実動訓練を伴う訓練の実施計画を求めるものではない。 
また，単一の中期計画において，すべての緊急時対応組織の実動訓練が実施出来ない場合は，当該中期計画以降に実施する

対象が明確になっていることを確認する。 
 
「緊急時対応組織」とは，原子力に係る緊急時対応のため，原子力事業者防災業務計画，保安規定及び核物質防護規定に定め

る活動に必要な事業者の組織をいう。「適度な難易度」とは，達成の可能性が５０％程度のものをいう。 
 
【注意事項】 

本指標についはあくまでも緊急時対応組織の実効性の向上の観点から確認することとする。 

中期計画における目標設定，達成基準および継続的改善に係る試
行段階にあり，対象外。 

― 
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8 

区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

９－２ 
 

【Ｐ】 

緊
急
時
対
応
組
織

実
動
訓
練 

緊急時対応組織の実効
性向上に係る年度計画 
①目標設定 
②達成基準 
③継続的改善 

（効果的な向上） 
緊急時対応組織
の実効性の向上
の観点から，年
度計画につい
て，以下の項目
を全て満足する。 
①適度な難易度

で設定された
中期計画の目
標に基づき，
年度の目標が
適切に設定さ
れている。 

②年度の目標に
対する達成基
準が具体的，
かつ明確に設
定されている。 

③継続的改善に
係る仕組みが
効果的に機能
している。 

（限定的な向上） 
緊急時対応組織
の実効性の向上
の観点から，年
度計画について，
以下の項目が１
つ以上ある。 
①容易な難易度

で設定された
中期計画の目
標に基づき，年
度の目標が設
定されている。 

②年度の目標に
対する達成基
準の一部が具
体的でない，あ
るいは，不明
確である。 

③継続的改善に
係る仕組みが
十分に機能し
てない。 

（Ａ，Ｂ以外） 
緊急時対応組織
の実効性の維持
が目標となってい
る等。 

年度計画は，中期計画に基づき，訓練に参加する緊急時対応組織
の範囲，目標，実動訓練の内容等が選定されていることについて，例
えば以下を確認する。 
・中期計画に基づき，緊急時対応組織の能力の維持及び能力の向上
に資する目標が設定されているか（①目標設定に係る確認）。 

・上記目標の達成基準が具体的に設定されているか確認する（②達
成基準に係る確認）。 

・継続的改善に係る仕組みについて，社外の組織からの意見や提言
の活用など，改善の余地がないか（③継続的改善に係る確認）。 
 また，毎年度全ての緊急時対応組織の実動訓練が実施できない

場合は，中期計画において，各緊急時対応組織の重要性等を考慮し
て適切に実施頻度が設定されていることを確認する。 

①目標設定 
・リエゾン派遣訓練は，中期計画に定める原子力部門共通テーマであ
る「本店対策本部との情報共有」に該当する訓練であり，リエゾン，発
電所対策本部および本店対策本部が情報共有を行い，自治体から
の質問，要望に対応する訓練が実施できるか。 

・リエゾン派遣による自治体への情報共有を効果的に実施するために
は，自治体との連携（依頼・情報共有・報告など）が非常に重要であ
るため，実態に即した訓練を実施し，リエゾン派遣が有効に機能する
ことを確認する。 

 
②達成基準 

自治体へのリエゾン派遣訓練の達成基準を以下のとおり設定し，訓
練を実施した。 
○ 訓練実績ありのため難易度小 
・広報班長は，リエゾン派遣依頼を受けて，リエゾン派遣者を選定し，
派遣を判断し，対策本部において派遣について情報共有できること 

・リエゾンは，東通村庁舎における状況説明のため，必要な資機材
（PC 等）を準備し，東通村庁舎へ移動できる。 

・リエゾンの移動に際しては，発電所周辺の道路状況を確認し，アクセ
ス可能であるか確認をする。 

 
○ 経験が少ないため難易度中 
・リエゾンは，東通村庁舎におけるプラント状況の説明（通報文の説
明）について，適切に実施できている（発生しているＥＡＬ，機能喪失
している機器，避難要否について説明できる） 

・リエゾンは，自治体からの回答が難しい質問，要望については，本店
対策本部へ確認し，対応を行うことができる。 

 
○ 経験がないため難易度高※ 
・リエゾンは，通報文のみでの説明が難しいものについては，ＣＯＰ等
社内資料を参照し説明できる（ＣＯＰ１を用いた機器の状況説明，ＣＯ
Ｐ２を用いた機器の復旧計画，ＣＯＰ３を用いた戦略を説明できる） 
※リエゾン対応は，事務方が実施するため，ＣＯＰ1～３を用いた自治

体への説明経験がないため，難易度高と設定 
 
③継続的改善 
・プレーヤによる反省会および社内評価者により訓練評価を実施し，
訓練課題を抽出する。 

・自治体へのアンケートを実施し，良好事例，改善・気づき事項等を記
載いただき訓練課題を抽出する。 
抽出された課題については，ＣＡＰ等に登録し管理を行い，改善を

図る。 
 

【添付９－１】緊急時対応組織の能力向上に係る計画 

Ａ 
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区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

９－３ 
 

【Ｐ】 

緊
急
時
対
応
組
織

能
力

向
上 

緊急時対応組織の実動
訓練 

（フル実動訓練） 
中期計画に基づ
く当該年度計画
で実動とした緊急
時対応組織の全
てが実動する計
画である。 

（一部実動訓練） 
中期計画に基づ
く当該年度計画
で実動とした緊急
時対応組織のう
ち一部が実動す
る計画である。 

（Ａ，Ｂ以外） 
緊急時対応組織
の実動訓練を実
施しない計画な
ど。 

中期計画に基づき，実動訓練の参加組織あるいは参加者は，実発
災時の活動を想定し，広範囲かつ適切に設定されているか確認す
る。 

 
「広範囲かつ適切に」とは，緊急時対応組織について，中期計画及

び年度計画で設定した目標のため，必要な組織が選定され，各組織
の参加する範囲及び活動内容が設定されていることをいう。 
 「全てが実動する計画である」の確認に当たり，社外組織について

は，この限りではない。 
 
【緊急時対応組織の実動訓練の例】 

①原子力事業所災害対策支援拠点における自社の活動 
②緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）における自

社の活動 
③他の原子力事業所（自社の原子力事業所を含む。）との連携に

係る自社の活動 
④原子力緊急事態支援組織との連携に係る自社の活動 
⑤実動省庁（防衛省・自衛隊，警察，消防）との連携に係る自社の

活動 
⑥その他，必要な社内外組織との連携に係る自社の活動 

 
実動訓練は，実発災時の活動を想定し，訓練に参加する組織及び

参加者とその規模，模擬とする部分等が適切に設定され，訓練全体
として，現実性（リアリティー）が確保されていることを確認する。なお，
実動省庁との連携等，実発災時の活動の想定が困難なものについて
は，訓練シナリオ上の仮定が必要になることから，この限りではない。 

〇実動する緊急時支援組織 
・立地自治体（東通村）：東通原子力対策課※ 
・東通原子力発電所 緊急時対策本部 
・本店 対策本部 原子力班（自治体対応班） 
  
 
以上より，中期計画に基づく当該年度計画で実動とした緊急時対応組
織のすべてが実動する計画を定め訓練を実施している。 
 
【添付９－１】緊急時対応組織の能力向上に係る計画 

Ａ 

９－４ 
 

【Ｐ】 

緊急時対応組織の実効 
性向上に係るより現実 
的な実動を伴う訓練設 
定 

（臨機応変な対
応能力の向上） 
より現実的な実
動を伴うシナリオ
や状況設定とな
っており，緊急時
対応組織の活動
の全てがシナリ
オ非提示型訓練
となっている。 

（型通りの対応能
力の維持） 
より現実的な実
動を伴うシナリオ
や状況設定とな
っており，緊急時
対応組織の活動
の全て又は一部
がシナリオ提示
型訓練となってい
る。 

（Ａ，Ｂ以外） 
当該年度の目標
とは関係ないシ
ナリオが設定され
ている等。 

中期計画や年度計画に示された目標やねらいに応じ，発災規模を
適切に設定し，その範囲内での活動を想定した上で，より現実的が
確保された実動を伴うシナリオや状況が設定されているか確認する。 

ここで，「現実的なシナリオ」には連携する組織間において，上位組
織等の意思決定プロセスも含むこととする。 
 

ただし，時間的な制約などにより，現実的な連携シナリオが設定で
きない場合は，部分的な実動訓練を要素訓練として，実施しても良
い。 

 
なお，シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況，地震等

の起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も
含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。 
  
例えば，手順書，設備，要員等について，柔軟な活用を期待する状

況設定や現場等での指揮者の臨機応変な判断を伴うシナリオで，か
つ，シナリオ非提示型訓練の場合，「臨機応変な対応能力の向上」に
該当する。 

以下の通り，緊急時対応組織の実効性向上に係るより現実的な実
動訓練を伴う訓練設定をした 
・本訓練は，中期計画における原子力部門共通テーマである「本店対
策本との情報共有」の向上を目的とした訓練である。 

・訓練シナリオは非提示とし，実発災を想定した情報連携ができるかを
確認することを目的とする。ただし，訓練実施時間等の設定は自治
体と事前に調整することとする。 

・総合訓練（緊急時演習）と連動し，原子力災害時の自治体へのリエゾ
ン派遣を想定する。 

・立地自治体により発電所の状況把握のため，リエゾン派遣の要請を
受けると想定する。 

・リエゾン派遣にむけた要員の確保，アクセルルートの確認等実施し
た後，実際に東通村へ要員を派遣する想定とする。 

・プラント状況や今後の対策について，発電所対策本部と本部対策本
部と情報連携し，自治体対応を行う。 

・自治体からの質問・要望に対し回答・対応する。自治体対応者はプ
レーヤであるため，発電所対策本部と本店 対策本部が連携した質
問・要望が出ない場合は状況付与により，リエゾンの質問・要望を行
う。 

・リエゾンは，通報文のみでの説明が難しいものについては，ＣＯＰ等
社内資料を参照する等臨機応変な対応による自治体対応を実施す
る。 

 
【添付９－１】緊急時対応組織の能力向上に係る計画 
 

Ａ 
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10 

区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

９－５ 
 

【Ｄ】 
【Ｃ】 

緊
急
時
対
応
組
織

能
力

向
上 

緊急時対応組織の実効
性向上に係る支援活動
の実施 

（すべて実施） 
全て，当初の計
画通りに活動が
実施された。 

（概ね実施） 
概ね，当初の計
画通りに活動が
実施された。 

（Ａ，Ｂ以外） 
当初の計画通り
に活動が実施さ
れなかった。 
・コントローラの
介入などにより，
訓練の中断を要
する場合等 

訓練時に設定した発災規模の範囲で緊急時対応組織の活動を想
定し，訓練が広範囲にわたる組織間において適切な連携の下，計画
通りに実施されたか確認する。 
・評価のため，行動内容（計画に実施できたこと，できなかったこと及
び新たに見つかった問題）の記録がとられていることを確認する。 
  
ここで，「適切な連携」とは，予め定められた指揮命令系統に基づ

き，組織内及び組織間が予め定められた手順通りの対応が出来るこ
とをいう。また，手順を超える対応については，期待する行動や連携
ができることをいう。 

 
本指標については，事業者防災訓練（総合訓練）のみならず，要素

訓練を含めることができる。複数回の訓練が実施される場合の評価
は，各訓練が年度計画に設定された目標の達成基準を全て満たして
いれば，「すべて実施」に該当する。したがって，指標９－２の確認段
階において達成基準が，例えば定量的に設定されるなど明確に示さ
れているか確認する。 

添付実動訓練実績の通り，全て当初の計画通りに活動がされたと評
価する。 
 
【添付９－２】緊急時対応組織の実動訓練実績 
【添付９－３】(参考)リエゾン-本店原子力班の情報連携 
【添付１１－４】社内外コメントリスト一覧 

Ａ 

１０ 
 

【Ａ】 

訓練への視察など 
①他原子力事業者への視察 
②自社訓練の視察受入れ 
③ピアレビュー等の受入れ 
④他原子力事業者の現場実

動訓練への視察 

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 訓練の改善のため，他社の訓練を参考にする，又は自社の訓練へ
の視察やピアレビュー等を求めるといった取組について確認する。 

①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。②
は同一訓練で即応センターと緊急時対策所の両方で受入れた場合
に実績とする。③は原子力や防災に関連する第三者機関による評価
のほか，他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた場合も実績
に含める（指標７の現場実動訓練は含めない）。④は指標７の現場実
動訓練を１回以上視察した場合（評価者として参加した場合も含む）
に実績とする。 

２０２３年度までの実績については，以下のとおりであり，継続して
視察を実施する。 
① 他原子力事業者への視察 

（ＥＲＣ視察） 
・美浜発電所（2023 年 9 月 22 日） 

② 自社訓練の視察受入れ 
（即応センター） 
北陸電力，中国電力，九州電力，日本原電，電源開発，日本原燃 
（緊急時対策所） 
九州電力 

③ ピアレビュー等の受入れ 
（即応センター（模擬ＥＲＣ含む）） 
北陸電力，関西電力，東京電力ＨＤ 
（緊急時対策所） 
北陸電力，関西電力，大学教授 
【添付１０】ピアレビュー総括 
 

④ 他原子力事業者の現場実動訓練への視察 
・福島第一／第二原子力発電所（2023 年 9 月 1 日） 

 

①該当 
②該当 
③該当 
④該当 

Ａ 
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11 

区分 № 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での取組み結果 自己評価 
Ａ Ｂ Ｃ 

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練

改
善

取
組 

１１ 
 

【Ｃ】 
【Ａ】 

訓練結果の自己評価・分析 （継続的な向上） 
ＰＤＣＡを回し，１
つ上のレベルに
到達し，これを繰
り返すことで継続
的な向上に繋が
っている（スパイ
ラルアップが出来
ている）。 

（現状の維持） 
ＰＤＣＡを回してい
るものの，現在の
レベルを維持して
いる。 
・検証・評価がで
きていない 

・計画で設定した
目標と比較し，
目標に近づいた
のか評価してい
ない 

・改善点が見つ
からない・改善
案が適切ではな
い 

・次のサイクルで
目標，課題を設
定せずに PDCA
サイクルを回す 
等 

（Ａ，Ｂ以外） 
ＰＤＣＡが回って
いない。 
・同様の問題が
毎年繰り返し確
認されている等 

訓練実施及び訓練結果の自己評価において，【C】適切に検証・評
価がされ，【A】評価にしたがって改善すべき事項が抽出され，具体的
な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書
等により確認する。 
①計画された目標の達成基準に基づき適切に評価が行われたか 
②改善すべき事項の抽出がされているか 
 
（目標未満の成果）目標を下回る成果や新たに見つかった問題につ
いて，原因の分析がされているか 
（目標以上の成果）目標を上回る成果や継続すべき良好な行動につ
いて，要因の分析がされているか 
③改善すべき事項について，具体的な対策が図られている，あるい
は，改善に取り組んでいるか 

  
②については，いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘り

して分析されていることを確認する。 
 

なお，訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己
評価，指標９で確認する緊急時対応組織の能力の向上に係る自己評
価や改善状況についても，この指標で確認する。 

  
本指標に基づく評価に当たり，悪い点だけではなく，緊急時対応能

力の向上に繋げる観点で，良い点についても抽出・分析が行われ，
必要に応じて組織間で共有されるかなど確認する。 

① 計画された目標の達成基準に基づき適切に行われたか。 
訓練計画時に検証項目として掲げた課題について，評価シートでの

評価を実施し，課題が解決されたことを確認した。 
 
【添付４－１】通報・連絡の実績 
【添付５－１】訓練検証計画 
【添付６－３】判断分岐ポイントフローチャート 
【添付７】シナリオの多様化・実動訓練実績 
【添付９－２】緊急時対応組織の実動訓練実績 
 
② 改善すべき事項の抽出がされているか。 
 社内・社外評価から改善すべき課題，更なる能力向上に資する改善
を本店・発電所でそれぞれ抽出し，原因分析を実施した。 
 
③ 改善すべき事項について，具体的な対策が図られている，あるい

は改善に取り組んでいるか。 
抽出された課題に対して分析した原因を踏まえて，対策を検討・立

案した。 
 
［改善すべき事項］ 
・優先検討項目選択の改善について＜発電所＞ 
・外部機関からの問い合わせに対する本店原子力班内の情報連携に
ついて＜本店＞ 

［更なる改善事項］ 
・情報共有ツールに係る改善＜発電所＞ 
・本部運営に係る改善＜発電所＞ 
［良好事例］ 
・ＣＯＰの更新に係る良好事例＜発電所＞ 
・班長不在時における対応の良好事例＜発電所＞ 
・発電所対策本部の情報共有の良好事例＜発電所＞ 
・ＥＲＣ対応ブースの情報連携に係る良好事例＜本店＞ 
・記者会見対応に係る良好事例＜本店＞ 
・ＥＲＣリエゾンの対応に係る良好事例＜本店＞ 
 
［指標９で確認する緊急時対応能力の向上に係る自己評価］ 

勉強会において，非技術系社員向けに COP1，COP2，COP3，通報  
文の見方について説明をした。これにより，訓練において実際に自治
体対応者への説明を問題なく対応できたと考えられる。 

リエゾン対応能力の維持・向上において，今回の実施が有効であっ
たと考えられるため，この勉強会を毎年実施する定例の項目とする。 

 
なお，気付き・改善事項および良好事例は女川原子力発電所へ共有
するとともに展開を図る。 
 
【添付１１－１】主要課題抽出フロー 
【添付１１－２】東通防災訓練における課題，良好事例リスト 
【添付１１－３】課題，良好事例補足資料 
【添付１１－４】社内外コメントリスト一覧 
 

Ａ 
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区
分 

№ 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での改善取組状況 
Ａ Ｂ Ｃ 

備
考 

【Ｐ】ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績 新規制基準適合プラントのうち保安規定認可済施設にあっては，ＥＲＣプラント
班に備え付けた事業者資料について，訓練実施前にＥＲＣプラント班要員に対す
る当該資料の説明実績を確認する。なお，要素訓練も確認の対象に含める。 

東通原子力発電所は未適合炉であるため対象外。 
（訓練用ＥＲＣ備付資料の更新は行ったが，事業者間ピアレビューでありＥＲＣ
プラント班に対する当該資料の説明は実施していない。） 
 

【Ｄ】１０条通報に要した時間 すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として，
通報に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻か
ら，ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。また，ＦＡＸ
等の着信確認を確実に行ったか，ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での
通報・連絡ができたかも確認する。 

１０条，１５条通報に要した時間は以下のとおりで，最大７分 

 
※１ ＦＡＸ送信時刻 
※２ 第９報は第２部訓練時刻を記載 
 
ＦＡＸ送信後，電話連絡による確認を実施した。 
【添付４】通報・連絡の実績 
 

通報内容 発生時刻 送信時刻※1 所要時間 

○第 5 報 

原災法 10 条事象 

(ＳＥ２３) 

14:22 14:27 5 分 

○第 9 報 

原災法第 10/15 条事象 

(ＳＥ２２，ＧＥ２２) 

19:33※2 19:40※2 7 分 

【Ｐ】中期計画の見直し  中期的な訓練計画を策定の上，訓練実施及び訓練結果の評価を実施し，当該
計画への反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し，対応能力向上
に努めているかを確認する。 
 なお，昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を
確認する。 

発電所：昨年度から変更なし 
本店：２０２３年６月３０日に改定 

【Ｐ】シナリオ非提示型訓練の実施状況  シナリオ非提示型訓練の実施状況について，範囲及び程度を確認する。 
 シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況，地震等の起因事象等とい
った訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場
合をシナリオ非提示とする。 

・シナリオ非提示型の訓練を実施した。実施状況については以下のとおり。 

対象情報 

社内 
説明 

【凡例 ○:開示 
×:非開示】 

社内幹部 プレーヤ 
事務局/コ

ントローラ

/評価者 

訓練実施計画 ○ ○ ○ 
訓練日時，項目，
体 制 等 を 定 め た
計画 

訓練基本シナリオ × × ○ 

プ ラ ン ト 発 生 事
象，主要対応項目
等のタイムライン
を示したシナリオ 

訓練解析 × × ○ 

基本シナリオに基
づき，プラント挙動
を解析した解析結
果 

SPDS 訓練データ × × ○ 
訓練シナリオ解析
に基づき作成した
データ 

状況付与 × × ○ 

基本シナリオに付
与 情 報 ( 付 与 時
刻，内容，方法等)
を示したシナリオ
【コントローラ用】 

訓練評価要領 

△ 
(シナリオが推

定される情報を
除く) 

○ 

あらかじめ定めた
訓練目的，目標レ
ベルを評価するた
めの要領(評価チ
ェックシート等) 
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区
分 

№ 指標 
基準 

評価対象の考え方など ２０２３年度東通事業者防災訓練での改善取組状況 
Ａ Ｂ Ｃ 

備
考 

【Ｐ】【Ｄ】緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）  原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として，参
加率を確認する。 
 訓練参加者には，プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントロ
ーラを含めるが，評価者は含めない。 
 訓練参加率 ＝ 訓練に参加した人数 ÷ 訓練計画時に計画した参加人数 

訓練参加率：１０３％ 
訓練に参加した人数：８３名（うちコントローラ２０人） 
訓練計画時に計画した参加人数８０名（うちコントローラ２０名） 

【Ｐ】【Ｄ】緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター）  参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として，参
加率を確認する。 
 訓練参加者には，プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントロ
ーラを含めるが，評価者は含めない。 
 訓練参加率 ＝ 訓練に参加した人数 ÷ 訓練計画時に計画した参加人数 

訓練参加率：９７％ 
訓練に参加した人数：２９１名（うちコントローラ１１名） 
訓練計画時に計画した参加人数：３００名（うちコントローラ１５名） 

【Ｄ】訓練統制 パラメータ設定の誤りや訓練コントローラの不適切な介入（条件付与）等の訓練
コントローラの不備により，参加者において混乱が生じるなど，訓練統制上のトラ
ブルが起きていないか確認する。 

本訓練中における訓練コントローラの不備による混乱等の訓練統制上のトラ
ブルは発生していない。 

【Ｄ】他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者における改善に向けた取り組みに協力する等，事業者全般の事故対
応能力の向上のための活動に取り組んでいるか確認する。 

・東京電力ＨＤ 福島第一／第二原子力発電所緊急時演習 ピアレビュー評
価（即応センター，緊対所，現場） 

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 
 

・住民避難支援班は実動で参集可否メールを送信し，要員の集約を行ってい
る。 

・他原子力施設の被災状況を想定した訓練設定をし，当社の復旧活動に影
響があるか議論できる場を設定している。（原燃で火災発生） 

・東北電力ネットワーク各室部と原災法１０条になった際の装備等，原子力部
と連携した訓練（机上）を実施している。 

・送配電事業者である東北電力ネットワークを含め，全社一体体制による訓
練を実施している。 
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原⼦⼒事業者防災訓練評価指標に対する対応状況
（2023 年度 東通防災訓練）に関する添付資料類（全
体14〜272ページ）は，機密情報を含むことから，公開す
ることはできません。 


